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本文は p.12 へ
科学技術動向
概　要
国際産学官連携拠点の目指すべき方向性
～「つくばイノベーションアリーナ」の概要と展望～
　2010 年 6 月 18 日に「新成長戦略」が閣議決定されたが、グローバル大競争時代に打
ち勝つ戦略の構築と実施を模索する中で、日本の経済成長の原動力、科学・技術・情報
通信立国戦略の鍵を握る拠点として、また、グリーン・イノベーション、ライフ・イノベー
ションの中核技術を担う拠点として期待されているのが、「つくばイノベーションアリー
ナ（Tsukuba Innovation Arena：略称 TIA）」である。
　つくばイノベーションアリーナは、イノベーションの上流である教育・人材育成から
下流に位置する試作・評価機能までの一貫した機能提供を目指し、大規模な連携拠点を
持たなかった日本が、いかに世界で競争優位を確保するかという観点から構想された、
国際的な産学官ナノテクノロジー連携拠点である。文部科学省および経済産業省の強力
な支援のもと、筑波大学・独立行政法人物質・材料研究機構、独立行政法人産業技術総
合研究所、および社団法人日本経済団体連合会の 4 機関が中核となって、2008 年 6 月 17
日に発足した。
　成功のためには、基本理念のひとつである「Under One Roof」のもと、産業界との
Win-Win な関係の構築を強力に推し進める必要がある。すなわち、産学官のセクター間、
業種間、学問領域間などの壁を融解してプロジェクトを推進する必要がある。つくばイ
ノベーションアリーナでは、産学官連携を促進する新しい技術研究組合制度（2009 年 6
月施行）やアライアンス制度を積極的に活用している。今後、つくばイノベーションアリー
ナが世界的に優位な国際産学官連携拠点となるためには、明確な戦略・組織制度・知財
制度など、ワーキンググループ等でさらに検討を進める課題はあるが、研究内容だけで
はなく、研究開発マネジメントを強く意識した拠点形成として新たな試みとなっている。
　つくばイノベーションアリーナは、新産業創造の中核となる「オープンイノベーショ
ンハブ」としての機能を有した産学官連携拠点として、今後の進展が注目される。
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本文は p.21 へ
科学技術動向
概　要
日本の電気電子・情報通信分野における
研究活動の変化
　我々は日本の電気電子・情報通信関連分野の科学技術の変化をどれくらい認識できて
いるだろうか。科学技術政策研究所では、世界最大の学協会で工学系の学術文献を多く
出版する IEEE（電気電子技術者協会）の定期刊行物の文献を調査し、世界と日本の電気
電子・情報通信関係の研究活動の変化を分析している。
　日本は、世界的にみて情報通信分野など現在のメイン領域や、2000年以降に特に多様化・
発展した応用・派生領域で存在感が小さい。世界のトレンドと大きく異なる独自の進化
を遂げる様子は明らかである。
　さらに、日本では文献の生産の主役が企業から大学に移っているが、主役となった大
学では超伝導など特定領域への特化傾向が見られ、研究領域が多様化していく様子は見
られない。
　一方、企業は国内で論文生産の主役ではなくなり、事業戦略の転換や研究活動のグロー
バル展開の動きがみられる。日本で文献が少ない情報通信分野の研究を海外での研究活
動によって補おうとする大手企業グループもある。日本企業の研究開発の海外流出が進
むと、知の空洞化が起きる懸念もある。
　このような研究活動のアウトプットと産業の実態との関連性を産学官の関係者の間で
議論し、あらためて今後の日本全体としての研究活動の方向性を考えていくことが必要
ではないだろうか。
参考文献 2）より科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス1　地球全海域における海洋生物の多様性調査
2010年 8月、海洋生物学者らによる国際研究協力組織（NRICs）は、地球全海域における生物種の多
様性に関する10年間の調査結果を発表した。これは日本を含む 80を超える国から 2,700名以上の科学
者が参加し、全地球規模で行った初めての調査である。その結果、オ スートラリアと日本の海でそれぞれ
約 32,000の生物種が見出され、世界で最も豊かな海域であることが判明した。また、この報告では、
生物種の多様性に大きな打撃を与える要素を挙げ、海洋生物の種の多様性の保存に向けた科学者の行動
を促している。
2010 年 8月、国際研究協力組織（National and Regional 
Implementation Committees, NRICs）は、地球全海域
における生物種の多様性に関する10 年間の調査の結
果について、いくつかの論文にて報告した 1、2）。この
調査は、日本を含む 80 を超える国からの 2,700 名以
上の科学者が参加し、総額約 6 億 5000 万米ドルをか
け、地球の全海域を 25 に分割して行われた。
今回の調査結果によれば、同定された生物種の数
は、オ スートラリアと日本の海域（排他的経済水域：
EEZ）において最も多く、それぞれ 32,889 種、32,777
種であった（図表 1）。
日本の海域の面積はオ スートラリアと比較すると約
58% にすぎないが、日本海溝などの深層領域が多い
ために海水量はオ スートラリアの海域の 96% とほぼ同
等であり、このことが日本の海域における生物種の豊
富さを生み出していると考えられる。日本の海域の生
物種の内訳は図表 2 であった。しかし、まだ未捕捉・
未発見の生物種も多く、今回の調査結果を基にすると
日本近海の生物種の総数は約 155,000 以上と推測され
る。また、日本の海域への外来種侵入が 39 種類、日
本の海域から他の海域への侵入が 40 種類、それぞ
れ同定された。これらは、船底への付着や船のバラス
ト水への混入によって移動したと考えられている。生
態系の変動や異常繁殖は、該当地域の水産業などへ
の経済的な打撃も大きい。例えば、インド洋に棲む毒
素を有する緑藻（Caulerpa taxifobia）が日本の海域に
侵入している。
今回の報告全体では、世界の海洋の生物種の多様
性に大きな打撃を与える要素として、1）魚類の乱獲、2）
生息適地の減少、3）汚染、4）外来種の侵入、5）海水
の温暖化、6）酸素圧低下、7）酸性化の 7 項目が挙げ
られている。これらの要因を排除するためには先進国
だけではなく新興国・発展途上国との連携を行う必要
があると述べられている。さらに、科学者に対しては、
海洋生物の種の多様性の研究の8つの行動、すなわち、
①研究機関の間に知識や技術のギャップがあることの
認識、②それを埋めるために必要な人員の雇用、③人
員配置転換の促進、④分類学活用のためのトレーニン
グ、⑤ワークショップやシンポジウムによる人的交流の
促進、⑥廉価で誰でも利用できる電子ジャーナルの支
援、⑦海洋探査の技術開発、⑧国際協力の推進、を
提案している。
今回の報告書の意義は、各国の協力のもとに、海
洋の生物種の多様性に関する地球規模のデータベ スー
が初めてできたことに
ある。また、今後の情
報の継続蓄積とともに、
海洋生物の種の多様性
の保存に向けた科学者
の行動を促すことにあ
る。
参　考
1）　A Census of Marine Biodiversity Knowledge, Resources, and Future Challenges. Costello MJ et al, PloS ONE, 5 
（8）：e12110（2010）
2）　Marine Biodiversity in Japanese Waters. Fujioka K et al, PloS ONE, 5（8）：e11836
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図表 2　日本の海域の生物種2）
図表 1、2　は参考文献などを
基に科学技術動向研究センターにて作成
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刺胞動物
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4%
環形動物
3%
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紅色植物
3%
海綿動物
2%
その他
14%
軟体動物
26%
節足動物
19%
脊椎動物
13%
図表 1　各海域で見出された
　　　  生物種の数（上位 5 位）1）
オーストラリア
日本
中国
地中海
メキシコ湾
32,889
32,777
22,365
16,848
15,374
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トピックス2　3D放送の新たな映像配置フォーマット
（伊）Sisvel Technology社は、3D放送の新たな映像配置フォーマットを開発し、2010年 9月 3～ 8日
にベルリンで開催された IFA2010で発表した。フレームの左上方に配置したハイビジョン映像を従来の
TV受像機用および 3DTVの左目用に使用し、残りの部分を分割して右目用ハイビジョン映像を配置して
送信し、受像器側で再構成する。このフォーマットを使えば、放送方式を変える必要がなく、情報を少し
書き換えるだけで、従来の TV受像機でも 3D放送を 2次元映像として、通常どおりの視聴が可能となる。
（伊）Sisvel Technology 社は、3D 放送の新たな映
像配置フォーマット「3D Tile Format」を開発し 1）、
2010 年 9 月 3 ～ 8 日にベルリンで開催された国際コン
シュー マエレクトロニクス展 IFA20102）で展示発表した。
2010 年は、3DTV が相次いで発売され本格的な 3D
放送も始まっている。世界中の 3D 放送の全ては、左
目用と右目用の画像を左右に配置して 1 画面（1フレー
ム）とするサイド・バイ・サイドか上下に配置するトップ・
アンド・ボトムを採用している。これらは、1 画面をデ
ジタル放送の解像度と同じにしているために「フレーム
互換」と呼ばれ、既存の放送設備と放送方式を利用で
きる利点がある。しかし、従来の TV 受像機で見た
時には、図表 1のように、左右に圧縮されて縦長に伸
びた 2 つの映像（サイド・バイ・サイド）が映り、通常
の視聴はできない。今回の発表は、この欠点をなくす
ものである。
視聴者にとっては、1つの放送番組を 3DTV では 3
次元映像として視聴でき、かつ従来のＴＶ受像機でも
2 次元映像として通常どおりの視聴ができる「後方互
換」を持つことが望ましい。後方互換を保つ方法はいく
つか存在するが、標準化が進んでいないこと、フレー
ム互換でなく放送設備や放送方式の変更が必要なこと
などの理由で、韓国で試験放送予定の発表があること
を除いては、後方互換の 3D 放送は導入されていない。
今回発表された「3D Tile Format」は、フルハイビジ
ョン規格（1920×1080 画素）のフレームを図表 2 のよう
に分割し、左上方の1280×720 画素のハイビジョン映
像をそのまま 2 次元用および左目用に使用し、残りの
部分の R1、R2、R3 の位置に右目用の1280×720 画
素の映像を分割配置して送信し、受像器側で再構成す
る。デジタル放送では、数フレーム毎に、解像度（画
素数）、フレーム順序（時間情報）、フレーム内の位置
情報など多くの情報が同時に送られている。2 次元用お
よび左目用の映像解像度の情報と、右目用のフレーム
組み立て情報を同時に送れば、既存の TV 受像機では、
図表 2 の左上の部分だけが映し出されて通常どおりの
視聴が可能となり、3DTV では立体映像の視聴が可能
となる。従って、このフォーマットは、後方互換性を持ち、
さらには左右（または上下）に引き伸ばす必要はないの
で、欠損部分を補間する必要もなく上下方向と左右方
向の解像度のバランスが保たれるという特長を持つ。
このフォーマットを使えば、放送方式を変える必要
がなく、情報を少し書き換えるだけで、従来の TV 受
像機でも 3D 放送を 2 次元映像として通常どおりの視
聴が可能となる。
参　考
1）　Sisvel Technology社プレス・リリース：http://www.sisveltechnology.com/news/files/ifa2010_ENG.pdf
2）　IFA2010 日本語サイト：http://www.phileweb.com/ifa/recruitment.html
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図表 1　サイド・バイ・サイドの映像配置（数字の
単位は画素数）
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図表 2　3D放送の新たな映像配置フォーマット
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トピックス3　海洋によるCO2 吸収効果の減少
2010年7月、将来の海洋によるCO2吸収効果の減少を示唆する2つの研究が発表された。米国のジョー
ジア大学の研究グループは、海氷面積減少が及ぼす影響に関する研究を行い、海水や CO2の挙動分析
から「北極海の海水はCO2吸収への大きな貢献とはならない」とScience誌に発表した。一方、カナダ
のダルハウジー大学の研究グループは、海洋の透明度などの分析を地球規模で行い、「世界の海洋植物プ
ランクトンは、約 100年前から前年比平均約 1%ずつ減少し続けており、この長期的現象は海面水温の
上昇と相関がある」とNature誌に発表した。これらの 2つの報告は、温暖化予測において海洋による
CO2吸収効果の前提条件の見直しが必要であることを示唆しており、今後の予測結果にも影響を与える
可能性がある。
2010 年 7月、Science 誌とNature 誌に、将来の海
洋によるCO2 吸収効果が減少することを示唆する2つ
の研究報告が発表された。
1つは、北極海の海氷面積減少の及ぼす影響に関
する報告である。これまでの仮説では、海氷面積が減
少すると、大気に接する海面面積の増加に比例して
CO2 の吸収が促進されることが、大気中のCO2 濃度
上昇を緩和する要因になるとされていた。北極海は世
界の海洋面積の3%しか占めていないが、海水温度が
低いため CO2 の溶解度が高く、世界の海洋による
CO2 の全吸収量の5～14%を占めるとされている。
これに対し、米国のジョージア大学の研究グル プー
は、北極海の海水やCO2 の挙動分析から「北極海の
海水はCO2 吸収への大きな貢献とはならない」という
調査結果をScience 誌に発表した 1）。同グループは、
2008 年夏にカナダ北方の海氷消滅の著しい海域で採
取した海水の性状や、融解してできた水や界面のCO2
の挙動などを総合的に分析した。その結果、大陸棚
付近の表層水のCO2 分圧は、250（単位：10－6 気圧、
以下同じ）以下となっているが、海氷消滅の著しいより
沖合の海域では 320 ～ 365と、大気中の CO2 分圧
375に近い値を示した（図表）。沖合で CO2 分圧が高
い理由として、融解水でできた塩分濃度の薄い海水層
が、CO2 が深層に侵入することを妨げるバリアとなって
いることを挙げている。今後新たに海氷が溶ける海域
についても同様に、表層水のCO2 分圧は大気中CO2
分圧に近いことが予測され、大気中のCO2 の大きな
吸収域として働かないだろうとしている。
もう1つは、海洋の植物プランクトンの減少に関する
報告である。カナダのダルハウジー大学の研究グルー
プは、海洋の透明度などの分析を地球規模で行い、
19 世紀末からの表層水の透明度の分布から植物プラ
ンクトン量を推定し、それを1950 年代以降に行われ
た植物プランクトン量分布の海洋観測結果と組み合わ
せることにより、約100 年間の植物プランクトン量分布
の時間変化を求めた。その結果、植物プランクトン量は、
大部分の海域で1900 年以来前年比平均約1%ずつ減
り続けていることと、それは海面水温の上昇と相関が
みられることを解明し、Nature 誌に発表した 2）。
海洋は、人類の排出するCO2 のおよそ3割を吸収し
ているといわれるが、これらの2つの報告は、温暖化
予測において海洋によるCO2 吸収効果の前提条件の
見直しが必要であることを示唆しており、今後の地球
温暖化の予測にも影響を与える可能性がある。今後さ
らなる解明が注目される。
参　考
1）　Wei-Jun Cai et al.”Decrease in the CO2 Uptake Capacity in an Ice-Free Arctic Ocean Basin”, Science., Vol.329, 
5991（2010）
2）　 D.G.Boyce et al.”Global phytoplankton decline over the past century”, Nature., Vol.466, 591（2010）
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トピックス4　イタリアで世界初の水素火力発電設備が竣工
2010年 7月、イタリア最大の電力会社であるENEL社は、世界で初めて水素を燃料とする商用の火力
発電設備（ガスタービン複合発電）を竣工した。既設の石炭火力発電所構内に増設されたガスタービンと
排熱回収ボイラによって、新たに年間 6,000万 kWhの電力を得ることができ、同等の火力発電に比べ
17,000t の CO2削減効果が期待できる。ENEL社は、水素の総合的利用により、イタリア政府や近隣企
業と共同で水素の一大基地とすることを目指しており、ガスタービンでの水素燃焼技術をそのキーテクノ
ロジーと位置づけている。
イタリア最大の電力会社である ENEL 社は、2010
年 7月、水素を燃料とする商用の火力発電設備（ガス
タービン複合発電）を世界で初めて竣工したと発表し
た。
今回竣工したのは、ベネチア近郊のフジーナにある
出力 960MWの既設石炭火力発電所構内に増設され
たガスタービンと排熱回収ボイラである（図表 1）。増
設したガスタービンは、近隣の石油化学工場で副生す
る水素を燃料とし、出力は 12MW である。さらに、
ガスタービンを出た高温の排ガスの熱エネルギーを排
熱回収ボイラで回収して蒸気を作り、既設の蒸気ター
ビンへ導くことにより、出力が 4MW 増加する。合計
で 16MW 相当の出力増となり、年間 6,000 万 kWh の
電力が新たに得られるが、水素は燃焼しても CO2 が
発生しないため、同量の電力を火力発電によって得る
と仮定した場合に比べ、17,000t の CO2 の削減効果が
期待できる。発電効率は約 42%、建設費は約 5,000
万ユーロ（約 55 億円、後述の開発費を含む）で、2008
年から工事が進められていた。
水素の燃焼挙動は、天然ガスなど従来のガスタービ
ン燃料と比べ異なるため、このガスタービンには
ENEL 社が米国ゼネラルエレクトリック（GE）社の関連
会社 GE Nuovo Pignone 社との共同研究により開発し
た新型の燃焼器が採用された。この燃焼器では、水
素は予め蒸気で希釈されて噴射される。
ENEL 社は、イタリア環境省やベネチア地区の企業
連合とともに 2003 年にコンソーシアムを結成し、「水素
パーク」と称する、発電用や輸送用エネルギ とーしての
水素の一大基地を目指したプロジェクトを推進してい
る。今回の水素を用いた発電技術開発もその取組の1
つである。ENEL 社は今後、ガスタービンの運転を通
して、安全性、燃焼の安定性や制御性、窒素酸化物
（NOX）の生成抑制などの技術データを取得する。
ENEL 社は、将来的には、石炭をガス化して、石炭
ガス中の炭素は CO2 として分離・固定化し、水素を分
散電源用・自動車用燃料電池だけでなく、発電所のガ
スタービンでも利用する狙いがある（図表 2）。これに
より、上流のガス化工程を弾力的に運転できる。今回
の水素発電設備はそのための第一段階にあたる。
参　考
1）　ENELプレスリリース：http://www.enel.it/eWCM/salastampa/comunicati/1634797-1_PDF-1.pdf
2）　海外電力調査会ホームページ　http://www.jepic.or.jp/news/pdf/20100721-09.pdf
3）　ENEL資料
エネルギー分野	 TOPICS	 Energy
図表 2　 「水素パーク」の将来スキーム⍹὇ 䉧䉴ൻ ⍹὇䉧䉴䊶㪟㪉䊶㪚㪦㪉࿕ቯൻ㪚㪦㪉 㪟㪉 䊶ಽᢔ㔚Ḯ↪Άᢱ㔚ᳰ䊶⥄േゞ↪Άᢱ㔚ᳰ䊶⊒㔚ᚲ䈱䉧䉴䉺䊷䊎䊮
参考文献3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 1　ENEL 社の水素火力発電設備の概略図
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トピックス5　河川の通水機能を持つ羽田空港D滑走路
2010年10月 21日、東京国際空港（羽田空港）D滑走路が国際ターミナルと共に供用開始された。海
上に建設されたD滑走路は、多摩川河口域に位置し、空港施設により多摩川の流水が阻害されないよう、
滑走路の約 3分の 1を「鋼製ジャケット」と呼ばれる桟橋式構造物で施工されている。鋼製ジャケットは、
北九州など国内 5箇所の工場で製作し海上輸送され、羽田空港の建設現場で先行して打設している鋼管
基礎杭の上にかぶせて設置する。この工程から「ジャケット式工法」と呼ばれ、広大な空港基盤施設への
適用は世界初である。この工法を用いることにより、河川の通水機能の確保、建設現場における施工量
の削減と急速施工を実現した。今回の整備により、年間の発着能力は今までの約 30万回から約 41万回
に増強され、さらに、将来の国内空港需要に対応した発着枠を確保しつつ、国際定期便の受入増便が可
能となった。
東京国際空港（羽田空港）D滑走路は、全長約
3,100ｍ、幅約 520ｍの海上に建設された同空港 4本
目の滑走路であり、国際タ ミーナルと共に、2010 年 10
月21日に供用開始された。この整備により、年間の
発着能力を今までの約 30万回から約 41万回へ増強
され、将来の国内空港需要に対応した発着枠を確保し
つつ、国際定期便の受入増便が可能となる。
D滑走路の多摩川側1,100 ｍは、多摩川河口域に位
置する。多摩川から海へ放流される流水が空港施設に
よりせき止められると、多摩川の治水や環境に悪影響を
及ぼす恐れがあった。そのため、D滑走路は、多摩川
の河川延長線の内側まで張り出した部分について、多摩
川の流水が阻害されないように桟橋式構造を採用した。
D滑走路の桟橋部は「鋼製ジャケット（以下、ジャ
ケット）」と呼ばれる構造物で施工されている。ジャケッ
ト式工法は、これまでに海洋エネルギー施設や港湾施
設など比較的小規模施設の実績はあるものの、広大な
空港基盤施設としての適用は世界初である。ジャケッ
ト1基の形状は、ジャケット上部に、最大 560トンの
旅客機荷重（着陸時）と滑走路面やコンクリ トー床版等
を支持する鋼桁を格子状に配置し、下部構造を海面下
となる鋼管トラスとレグと呼ばれる鋼管支柱 6 本として
いる。滑走路桟橋部は、このジャケット198 基で構成
されている。下部のトラス構造により水平方向の剛性
が向上し、ジャケットのレグの間隔を31.5m×15m×
15mの大スパンにすることができた。河川の通水性か
ら要求される河積阻害率（多摩川の河川横断面積に占
める桟橋構造物の割合）は 8％以下であるが、ここで
は約 7％である。桟橋部の広さは、東京ドーム11個分
に相当する約 52万m2 である。
D滑走路は、供用中の空港に隣接していることから、
現場施工を極力少なくし、急速施工が求められた。ジ
ャケット式工法の採用はこの点でも有利であった。ジ
ャケットは北九州など国内 5箇所の工場で同時期に並
行して製作され、羽田まで海上輸送された。建設現場
で先行して打設している鋼管杭基礎の上にジャケット
をかぶせて設置し、周囲のジャケットと連結した。プ
レキャスト構造物を現地で基礎杭にかぶせる施工行程
がジャケット式工法と呼ばれる理由である。工場での
大量製造と現場施工量の削減や図れ、工期短縮や安
全施工が実現できる。
施設は海上部であることから塩水が絶えず飛沫する
厳しい腐食環境にあり、補修や塗装の塗り替えも困難
である。空港施設の供用期間は100年間と長期であり、
メンテナンスを少なくする必要もある。このため、密閉
空間となるジャケット上部内に結露を防ぐための空調シ
ステムを内蔵してチタンプレ トーでカバーし、レグ部は
ステンレスでライニングするなど、部材に対する特別の
防食技術が施されている。
参　考
1）　羽田再拡張 D滑走路 JV提供資料：東京国際空港 D滑走路建設外工事、世界初となる鋼製ジャケットによる桟橋
式空港の整備
2）　 http://www.pa.ktr.mlit.go.jp/haneda/haneda/haneda_saikaku/index_contents.html
3）　 http://www.nsc-eng.co.jp/business/catalog/pdf/2010_No.1.pdf
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出典：羽田再拡張 D滑走路 JV提供資料
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図表 1　Ｄ滑走路の全景写真
（2010 年 6月17日時点）
図表 2　鋼製ジャケット1
基の全景
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（1）生理学・医学賞
Robert G. Edwards（英）：ケンブリッジ大学名誉教授
受賞理由
「体外受精（IVF）技術の開発」に対して
世界中で夫婦の 10% 以上が不妊に悩んでいるといわれているが、そのような人々に体
外受精（in vitro fertilization、以下、IVF と記す）は大きな福音をもたらしてきた。IVF
は生殖医療の 1 つである。女性の体内から取り出された卵子と男性の精子を体外で人工
的に受精させ、その受精卵を女性の体内に戻すことにより、妊娠の成立を促す。
Edwards 氏は、IVF の技術を確立して生殖医療に大きく貢献した業績が評価された。
1950 年代という早い時期から、Edwards 氏には IVF が不妊治療として有効であると
いう先見の明があった。同氏は体系的に研究を進め、ヒトの受精についての重要な法則
を見つけ出し、試験管内でヒトの卵子と精子を受精させることに成功し 1、2）、IVF の技
術を開発した。その後、1978 年 7 月 25 日、世界で初めて IVF による「試験管ベイビー」
が誕生した。さらに、同氏と共同研究者は IVF の技術を改良し、世界中の研究者とその
技術を分かち合った。
現在までに約 400 万人が IVF によって誕生し、その多くが健常人として生活を送って
いる。Edwards 氏による IVF 技術の開発は、現代医学の進展における 1 つのマイルストー
ンである。
特別記事
2010 年ノーベル賞
自然科学 3 部門の受賞者決まる
　2010 年のノーベル賞自然科学 3 部門（生理学・医学賞、物理学賞、化学賞）の受賞者が決まった。
10 月 4 日にスウェーデン カロリンスカ研究所より生理学・医学賞が、同国王立科学アカデミー
から 5 日に物理学賞、6 日に化学賞が発表された。以下に受賞者と受賞理由について紹介する。
自然科学 3 部門受賞者と受賞理由の概要
参考文献
1）　 Edwards RG, et al. Early stages of fertilization in vitro of human oocytes matured in vitro. （in 
vitro で成熟したヒト卵子の in vitro での受精の初期段階） Nature 1969；221：632─635
2）　 Edwards RG, et al. Fertilization and cleavage in vitro of preovulator human oocytes. （排卵前のヒ
ト卵子の in vitro での受精と卵割） Nature 1970；227：1307─1309
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（2）物理学賞
Andre K. Geim（オランダ）：マンチェスター大学
Konstantin S. Novoselov（英、ロシア）：マンチェスター大学
受賞理由
「2次元物質であるグラフェンに関する画期的な実験」に対して
グラフェンは層状化合物であるグラファイトの 1 原子面を取り出したものであり、炭
素の 6 員環が作る網目構造が平面的に広がる比較的単純な構造の物質である。1940 年代
にはすでに理論的な研究の対象とはなっていたが、純粋な 2 次元物質であるためごく最
近まで現実に存在する物質とは考えられていなかった。2004 年、Geim、Novoselov、お
よびその研究グループは、グラファイトを粘着テープで繰り返し剥離するという、極め
てありふれた材料と単純な方法でグラフェンを単離することに成功した 1）。また同時に、
単離したグラフェンの電気的性質を測定し、半導体用材料として優れた特徴を持つこと
が明らかになり、一躍、従来の半導体の限界を塗り替える高速トランジスタ用材料の有
望な候補となった。
その後、研究が進むにつれ、グラフェンには鋼鉄の 100 倍の機械的強度や、ダイヤモ
ンドより高い熱伝導度、ヘリウムガスも通さない緻密さなどの特性を持つことが明らか
になり、期待される応用分野としては、高速トランジスタのほかにも太陽電池、ガスセ
ンサー、標準抵抗など枚挙に暇がない。またグラフェン内では電子の有効質量が 0 であ
ることから、これまで観察することができなかった量子論的な現象を実証できる物質で
もある。このようにグラフェンは応用から基礎物理まで広い分野の科学的、技術的な興
味を集め、発見から 6 年しか経っていないにもかかわらず、現在最も注目を浴びる材料
となっている 2）。この研究の広がりの契機になったという点で Geim らの実験はまさに
画期的である。
なお、炭素の同素体としては 1996 年のフラーレン（化学賞）につづくノーベル賞受賞と
なる。ボール状の分子構造のフラーレン、2 次元状物質であるグラフェンに、1 次元状物
質としてのカーボンナノチューブをくわえた炭素でできた物質の一群は、まだ実用的に
大きな成果はないものの、次世代に実用化が期待される材料として、一大研究領域を形
成している。
参考文献
1）　 K. S. Novoselov, A. K. Geim, S. V. Morozov, D. Jiang, Y. Zhang, S. V. Dubonos, I. V. Grigorieva, 
and A. A. Firsov, “ Electric Field Effect in Atomically Thin Carbon Films” Science 306, 666 
（2004）
2）　 「科学技術動向」、トピックス（2006 年 9 月号、2007 年 6 月号、他）、レポート（2010 年 5 月号）
など
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参考文献：ノーべル賞ホームページ、http://nobelprize.org/
（3）化学賞
Richard F. Heck（米）：デラウエア大学名誉教授
根岸　英一（日）：パデュー大学特待教授
鈴木　章　（日）：北海道大学名誉教授
受賞理由
「有機合成におけるパラジウム触媒によるクロスカップリング反応」に対して
炭素－炭素結合を形成する反応は、医薬品、農薬、高機能材料などを精密に合成する
際の基盤となる手法として重要である。すでにノーベル化学賞においてはこのような炭
素－炭素結合を形成する反応に関するものとして「オレフィンのメタセシス」（2005 年）、
「ウィティヒ反応」（1975 年）など 4 領域が授賞の対象になっている。
カップリング反応には炭素－炭素結合を形成する二つのユニットが異なるクロスカッ
プリング反応と二つのユニットが同じホモカップリング反応があるが、クロスカップリ
ング反応は炭素骨格を構築する上で重要である。三氏は、パラジウム触媒を用いてそれ
まで難しかったクロスカップリング反応を効率的に実施できる反応系を見出した。この
反応系は有機合成化学分野に強いインパクトを与え、有用な手法として広く利用さるよ
うになったことが評価された。
1972 年、Heck 氏は親電子的な物質としてアリールハライドなど、親核的な物質とし
てオレフィンを用いることによりパラジウム触媒存在下クロスカップリング反応が起こ
り、二重結合の水素がアリールと置換した化合物が生成することを見出し発表した（下
式）。
パラジウム触媒
RaX ＋ RHC ＝ HH　 ―――→ 　RHC ＝ CHRa ＋ HX
（Ra：アリール、ビニル、アルキル　　X：ハライドなど）
このように、パラジウム触媒を用いたクロスカップリング反応では親電子的な物質と
親核的な物質を反応させる必要がある。根岸氏は 1977 年、親核的な物質として有機亜鉛
化合物を使用すれば、親核的な物質としてのオレフィン以外のものでもクロスカップリ
ング反応が起こることを、さらに 1979 年には、鈴木氏が親核子的な物質として有機ホウ
素化合物が有機亜鉛化合物の代わりに使用できることを見出した。
三氏が見出した反応系は有機合成分野の基礎研究だけではなく、医薬品、農薬、液晶
などの電子材料などの商業製造にも広く利用されている。
科 学 技 術 動 向　2010年 10月号
12
1   はじめに
科学技術動向研究
国際産学官連携拠点の目指すべき方向性
～「つくばイノベーションアリーナ」の概要と展望～
小笠原　敦
客員研究官
　2008 年 6 月 17 日に、国際産学
官ナノテクノロジー連携拠点とし
て、「つくばイノベーションアリー
ナ 」（Tsukuba Innovation Arena：
略称 TIA）が発足した。本稿では、
この拠点が発足した背景および拠
点構想の概要を紹介するとともに、
国際産学官連携拠点の目指すべき
方向性として今後も継続的に必要
な議論を採りあげる。
2   発足の背景
2─1
国内における背景と 
発足までの経緯
　2010 年 6 月 18 日に「新成長戦略」
が閣議決定され、その工程表であ
る成長戦略実行計画も策定され、
着実な実行が目指されることと
なった。
　「新成長戦略」には、「強い経済」、
「強い財政」、「強い社会保障」の実
現を目指すとし、1）グリーン・イ
ノベーションによる環境・エネル
ギー大国戦略、2）ライフ・イノベー
ションによる健康大国戦略、3）ア
ジア経済戦略、4）観光立国・地域
活性化戦略、5）科学・技術・情報
通信立国戦略、6）雇用・人材戦略、
7）金融戦略、の 7 つの戦略分野が
示されている。この中であらゆる
戦略分野のイノベーションプラッ
トフォームとなることが期待され、
また現在も将来も日本が高い国際
競争力を持つと期待されているの
が、科学・技術・情報通信立国戦
略の分野である。この中核となる
施策が、官民合わせて GDP 比 4%
の研究開発投資の促進、リーディ
ング大学院構想等による国際競争
力強化である。
　これらとともに、国際産学官連
携拠点として、つくばナノテクア
リーナの発足構想も示された。こ
のような連携拠点構築の背景には、
産業構造ビジョン（経済産業省、
2010 年 6 月）に記されているよう
な「世界の主要プレイヤーと市場の
変化に遅れた日本産業の行き詰ま
りを直視し、国と企業の壁、省庁
の壁、国と地方の壁を越え、グロー
バル大競争時代に打ち勝つ戦略の
構築と実施が必須である」という認
識がある（図表 1）。
　つくばナノテクアリーナは、正
式名称を「つくばイノベーションア
リーナ」（Tsukuba Innovation Arena：
略称 TIA）といい、文部科学省お
よび経済産業省の強力な支援のも
と、筑波大学、独立行政法人物質・
材料研究機構（（独）NIMS）、独立行
政法人産業技術総合研究所（（独）
AIST）、および社団法人日本経済
団体連合会（（社）経団連）の 4 機関が
中核となって、2008 年 6 月 17 日
に発足した国際産学官ナノテクノ
ロジー連携拠点構想の実施・運営
機関である。2008 年度以降の補正
予算など、拠点形成に係る大規模
な予算措置による準備を経て、
2010 年 6 月 30 日に約 400 名が参
加して経団連会館にて第一回の公
開シンポジウムが行われた。
国際産学官連携拠点の目指すべき方向性
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2─2
背景となる海外の動向
　上記のような国内の議論の原点
には、2001 年度に米国クリントン
政権下で、国家ナノテクノロジー
イ ニ シ ア テ ィ ブ（National Nano-
technology Initiative：NNI）が掲げ
られて以降、各国でナノテクノロ
ジーに対する大規模な研究開発投
資と拠点形成が行われ、この分野
で競争優位にあった以前の日本の
ポジションが徐々に脅かされつつ
あるという認識がある。
　米国は NNI 発足時にナノテクノ
ロジー分野での競争力評価を行っ
たが、その際には日本が材料研究
および電子デバイス研究等で高い
競争力を持っていると評価され、
それに対して米国はどのような戦
略をとるかという議論がなされた。
「システム系の技術については米国
に優位性があるが、その競争力の
根幹となる材料・デバイス系の技
術については、網羅的に組成を変
えて実験を繰り返して緻密に材料
特性を押さえて行く日本のアプ
ローチにはかなわないため、この
材料・デバイス系技術の競争力を
確保しなければやがてシステム系
技術においても競争力が失われる
であろう」という議論であった。当
時はその後スーパーコンピュータ
のランキングで 2 年半もの間世界
トップの座に君臨した「地球シミュ
レータ」が開発された時期でもあ
り、ナノテクノロジー分野での日
本に対する競争力強化は急務でも
あった。
　その結果、日本に対する米国の
戦略は、米国競争力委員会 （Council 
on Competitiveness）のヒアリング
資料によれば、「緻密な実験の繰り
返しによる材料研究では日本には
かなわない。米国が競争力を得る
ためにはナノレベルでの現象を物
理的に十分に把握し、量子力学や
分子論等の高度な学問的知識を駆
使し、さらには大規模なコンピュー
タシミュレーションを行って材料
研究の手法そのものを大きく変え
てゆくことだ」とされた。これに対
応して、その後、米国 NSF の支援
によって複数大学からなるナノテ
クノロジー研究拠点形成（National 
Nanotechnology Infrastructure 
Network：NNIN）が選定され、さ
らにニューヨーク州 Albany に大
規模なナノテクノロジー研究開発
拠点が設置された。
　この Albany のナノテクノロジー
研究開発拠点は、ニューヨーク州、
ニューヨーク州立大学、SEMATEC
（Semiconductor Manufacturing 
Technology の略で、国防総省と民
間 14 社の出資により設立された半
導体コンソーシアム、1998 年から
は民間出資のみによるコンソーシ
アム）、および IBM 社によって設
置され、研究開発投資金額が日本
円で約 4000 億円以上（うち約 1000
出典：産業構造ビジョン資料（2010 年 6月）、経済産業省
図表 1　産業構造ビジョンの資料より（2010 年 6 月 経済産業省）
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3   つくばイノベーションアリーナの概要
　以下に、つくばイノベーション
アリーナの基本理念、組織設計、
研究領域、インフラの概要を示す。
1）5つの基本理念
　図表 2 に、つくばイノベーショ
ンアリーナにおける 5 つの基本理
念を示す。
2）組織運営
　図表 3 に、つくばイノベーショ
ンアリーナの組織構造を示す。
　つくばイノベーションアリーナ
は、（独）AIST・（独）NIMS・筑波
大学が運営の中核を担っている。
最高意思決定組織として、この中
核 3 機関の長に産業界の代表と中
立的な学識経験者を加えた 5 名に
より構成される運営最高会議（議
長：岸輝雄）を設置している。
　また運営最高会議での重要事項
の審議・方針決定のほか、運営会議、
事務局会議も設け、拠点運営のオ
ペレーションは運営会議が行い、
事務局が総合調整を行っている。
　事務局機能は中核 3 機関が連携
して行い、さらに各コア研究領域・
インフラ等の運営等のために、有
識者を含むメンバーによる 8 つの
ワーキンググループを設置し、研
究戦略の検討や知財ポリシー、人
材育成戦略の検討等を行っている。
3）コア研究領域とコアインフラ
　図表 4 に、つくばイノベーショ
ンアリーナの研究の概要を示す。
　つくばイノベーションアリーナ
では、我が国の産学官のナノテク
領域での競争力、つくば学園都市
における先端研究設備および人材
蓄積を勘案して、6 つのコア研究
領域にフォーカスし、産学官の資
金・人材を集約して拠点研究運営
を推進する。また、その運営を支
えるインフラとして 3 つのコアイ
ンフラの構築を行い、イノベーショ
ンの上流である教育・人材育成か
ら、下流に位置する試作・評価機
能まで、一貫した機能の提供を目
指す。
億円は公的投資）にもおよび、250
社以上の民間企業も参加する非常
に大規模な拠点となっている。
　一方、欧州では、米国 NNI が発
足した時期とほぼ同時期の 2001 
年に、フランス・グルノーブルで、
原子力庁電子情報研究所（CEA-
LETI）、仏国立科学研究センター
（CNRS）などの国立研究所と、グ
ルノーブル工科大学（INPG）および
イゼール地方政府投資局（AEPI）が
中心となった、MINATEC（Micro 
and Nanotechnology Center）と 
いう産学官ナノテクノロジー研究
セ ン タ ー が 設 立 さ れ て い る。
MINATEC は中央政府の対仏投資
庁 と 地 方 政 府 の 投 資 局 で あ る
AEPI の両支援を受けて、2006 年
度に産学官連携の象徴的な存在と
なるセンタービルディングを建設
し、日本円で年間約 360 億円規模
の研究予算で運営を行っている。
特 に 半 導 体 デ バ イ ス 研 究 で は
MINATEC センター自身が最先端
の 300mm ウェハを使用したプロセ
スラインを有しているほか、半導
体企業である ST- Microelectronics
社、米国 Motorola 社（当時、現在
は Free scale Semiconductor 社 に
変わっている）、Texas Instrument
社が連携して約 3000 億円を投資
した大規模な 300mm 開発ライン
を設置した。そのほかにも、このグ
ルノーブル周辺には 250 社以上の
民間企業が集積し、現在では大き
な研究開発クラスターを構築して
いる。
　また、ベルギーの IMEC（Inter-
univers i ty Microe lectronics 
Center：フランダース州とルーベ
ン大学により 1984 年に設立された
研究開発 NPO 法人）も大きく発展
した。IMEC は、EU フレームワー
クプログラムの将来ビジョンや基
づいた研究開発プログラムや産業
界ニーズの分析により導出された
研究開発プログラムを提示し、参
加企業を募る形態のコンソーシア
ム型研究モデル（IIAP）と、メン
バーに加わることで IMEC の知財
および IMEC と契約している企業
との共同成果についても使用でき
るような独特の知財モデルによっ
て、急激に参加企業数を増大させ
た。現在では年間予算約 300 億円
（うち公的資金は約 50 億円）、参加
企業約 600 社という大型研究開発
拠点となっている。
　これらの欧米のナノテクノロ
ジー研究開発拠点の急速な整備・
拡大に伴い、現在の日本のナノテ
クノロジー分野における競争力は
相対的にその優位性を失いつつあ
ると認識されているわけである。
欧米でオープン・イノベーション
を前提とした組織・制度設計や民
間企業を誘致する各種のインセン
ティブや各種施策により大規模な
研究集積と大規模投資が行われて
いるのに対し、日本は個別の企業
や公的研究機関あるいは大学は高
い研究水準を有するものの、大規
模な連携拠点を持たない。そこで、
日本が競争優位を維持・確保する
ための拠点設置を求める提言が、
産業競争力懇談会（Council on Com-
petitiveness-Nippon：COCN）および
（社）経団連よりなされ、「つくばイ
ノベーションアリーナ」が構想され
るに至った。
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4）各コア研究領域とそのコアイ
ンフラ
ⅰ）パワーエレクトロニクス
　「新成長戦略」にもグリーン・イ
ノベーションが大きな柱として掲
げられており、環境負荷の低減や
エネルギー効率の高効率化が強く
求められている。
　電力関連においては、各機器内
における低消費電力化は進展が著
しいものの、電力変換ロスの低減
に関する技術開発は意外に進んで
いない。例えば、PC や家電など内
部回路が 3.3V・5V・12V の直流で
動作する機器の場合には、交流
100V か ら 直 流 へ の 変 換 ロ ス は
20％にも達する。このロスを低減
するためには、高耐圧で低オン抵
抗のスイッチングデバイスやイン
バータ等が必要である。従来のシ
リコンデバイスではこれらの達成
が難しいため、シリコンカーバイ
ド（SiC）や窒化ガリウム（GaN）等の
化合物半導体材料の研究開発が必
要である。
　つくばイノベーションアリーナ
では、このようなパワーエレクト
ロニクスの研究領域で、早い段階
での実用化が期待される SiC パ
ワー半導体（図表 5）にフォーカス
し、拡大された次世代パワーエレ
ク ト ロ ニ ク ス 研 究 開 発 機 構
（FUPET）という技術研究組合や新
たに発足した「SiC アライアンス」
の活用により、大学や公的研究機
関を中心とした基礎基盤研究と産
業界による実用化研究および開発・
試作をシームレスに繋ぐイノベー
ションハブを構築する試みを行っ
ている。
ⅱ）ナノエレクトロニクス
　ナノエレクトロニクス研究には、
出典：「つくばイノベーションアリーナ」パンフレットより
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図表 3　つくばイノベーションアリーナの組織構造
事務局
事務局長：渡邉政嘉
築波ᄢቇ‛⾰࡮᧚ᢱ⎇ⓥᯏ᭴↥ᬺᛛⴚ✚ว⎇ⓥᚲ 運営最高会議議長：岸輝雄
出典：「つくばイノベーションアリーナ」パンフレットより
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従来から技術開発が進められてき
たシリコン CMOS における微細化
（スケーリング）を追求する More 
Moore と呼ばれる領域と、技術の
融合や組合せ等によって新たな価
値創造を行う More than Moore と
呼ばれる領域、さらには全く新し
い原理や材料を用いて新規のデバ
イスを創造する Beyond CMOS と
呼ばれる領域がある。
　CMOS のスケーリングに関する
技術開発については、（独）NEDO
のプロジェクトである「半導体
MIRAI プロジェクト」と民間企業
の共同出資による（株）半導体先端テ
クノロジーズ（Selete）で過去 10 年
間行われてきた。つくばイノベー
ションアリーナでは、この二つの
プロジェクトで蓄積された CMOS
に関わる基盤技術と、筑波大学・（独）
NIMS・（独）AIST で研究開発され
てきたナノ材料技術・ナノ計測技
術・ナノ製造技術等を融合させて、
新たな価値創造を行うことを試み
ている。
　一方、内閣府による最先端研究
開発支援プログラムに採択された
中心研究者による各プログラム、
「フォトエレクトロニクス融合（東
京大学 荒川泰彦教授）」、「省エネ
ルギー・スピントロニクス論理集
積回路（東北大学 大野英男教授）」、
「グリーン・ナノエレクトロニクス
（（株）富士通研究所 横山直樹フェ
ロー）」にも協力をあおぎ、さらに
は経済産業省委託の「低炭素社会を
実現する超低電圧デバイスプロ
ジェクト」や技術研究組合である
Low-power Electronics Association 
& Project（LEAP）も加えて、100
名以上の研究者が集結する大規模
な枠組みを形成する。この枠組み
からは、More than Moore や Beyond 
CMOS にあたるようなナノエレク
トロニクス領域での新たなコンセ
プトが生まれてくることを期待し
ている（図表 6）。
ⅲ）N-MEMS
　MEMS デバイスとは、半導体製
造技術を基本とし、アクチュエー
タ機能（可動機能）を組み込んだデ
バイスである。代表的な製品は可
動ミラーデバイス（DMD）で、プロ
ジェクター等に使用されている。
もう一つの代表的な製品は加速度
センサで、自動車のエアバッグシ
ステム・カーナビのほか、最近で
はゲーム機にも多用されている。
MEMS デバイスは様々なセンサ技
術と組み合わせたり、高度な処理
機能を持つ高集積な CMOS デバイ
スと組み合わせたりすることに
よって、さらに大きな発展が期待
されている。
　このうち、つくばイノベーショ
ンアリーナでは N-MEMS に注目す
る。N-MEMS とは、ナノレベルの
微細加工技術を駆使して、ネット
ワーク化された微小な機械・セン
サ・パワー源などを製作する技術
である。省エネルギー化や国民生
活の質の向上に貢献できるような
小型・省電力・高性能なデバイス、
例えば健康モニタリングデバイス・
五感の補助・消費エネルギー可視
化デバイス・バイオ分析機器等の
研究開発が進められている。
図表 4　つくばイノベーションアリーナのコア研究領域とコアインフラ
出典：「つくばイノベーションアリーナ」パンフレットより
出典：経済産業省　技術戦略マップ 2010より
図表 5　SiC パワー半導体のロードマップ
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　つくばイノベーションアリーナ
の研究プロジェクトとしては、最
先端研究開発プログラム「マイクロ
システム融合研究開発」プロジェク
ト（東北大学 江刺正喜教授と共
同）、NEDO プロジェクトの「高機
能センサネットシステムと低環境
負荷プロセスの開発」プロジェクト
（技術研究組合 BEANS 研究所と共
同）で進めている。
ⅳ）カーボンナノチューブ
　カーボンナノチューブ（CNT）
は、日本において遠藤守信教授や
飯島澄男教授らにより発見され解
析も進められた、非常に将来が期
待される材料である。
　特につくばイノベーションアリー
ナにおける CNT に関わる研究開発
は、単層 CNT の高品質化と部材
化を図ることを目標とし、世界最
高水準にある単層 CNT 合成・分
離・成型加工技術と民間企業の持
つプランと開発技術力や応用製品
開発技術を有機的に組織し、製品
開発の基盤となる融合基盤技術と
しようとするものである。それを
実現するため、2009 年度の補正予
算事業で単層 CNT 量産実証プラ
ントが建設され、経済産業省委託
事業の「低炭素社会を実現する超軽
量・高強度融合材料プロジェクト」
（2010 ～ 2014 年度）がつくばイノ
ベーションアリーナで実施される。
ⅴ）ナノグリーン
　ナノグリーン領域とは、特に（独）
NIMS が長年にわたり蓄積してき
た環境技術や材料技術を核として、
低炭素社会に貢献する研究を行お
うとする領域である。（独）NIMS・
（独）AIST・筑波大学と産業界とが
連携してナノテクノロジーを活用
し、高効率・低コストで資源制約
の少ない革新的太陽光発電材料、
高性能なエネルギー変換・貯蔵材
料（例えば、燃料電池・熱電変換材
料・二次電池・超伝導材料）、光触
媒を利用した低環境負荷型の環境
再生材料など、革新的環境技術の
創出に関する研究開発を行う。
ⅵ）ナノ材料の安全評価
　ナノ材料はそのナノレベルのサ
イズ、あるいは形状の多様性（球状・
針状等）から、細胞レベルでの生体
影響などの点で安全性が懸念され
ている。ナノテクノロジーの研究
開発を促進するためには、この懸
念を払拭することが重要であり、
新たな材料や製造方法を検討する
際に十分な検討を行っておくこと
が要求される。ナノ材料の安全評
価に関しては、2006 ～ 2007 年度
図表 6　ナノエレクトロニクス領域での新たなコンセプト創出のための研究プログラム
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図表 7　N-MEMSの概要とその応用
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図表 8　単層カーボンナノチューブと期待される応用範囲
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4   今後の課題と論点
　以上のように、つくばイノベー
ションアリーナがスタートしてい
るが、まだ今後もワーキンググルー
プ等で議論を進めなければいけな
い点は残されている。以下にそれ
らの論点をまとめる。
1）戦略の明確化
　つくばイノベーションアリーナ
は「新成長戦略」にも具体的に記載
されている。したがって、日本の
経済成長の原動力、科学・技術・
情報通信立国戦略の鍵を握ると期
待されており、またイノベーショ
ン政策の二本の柱であるグリーン・
イノベーション、ライフ・イノベー
ションの中核技術を担うことにお
いても期待されている拠点である。
　しかし一方で、米国の Albany・
フランスの MINATEC・ベルギー
の IMEC のような欧米の大規模な
オープン・イノベーション拠点と
比較した場合に、つくばイノベー
ションアリーナがいかにして競争
優位を獲得するか、その戦略の明
確化が求められている。
　 例 え ば、Albany・MINATEC・
IMEC はそれぞれ 350 社、250 社、
600 社以上の企業パートナーを持
ち、その累計投資額はいずれも数
千億円を超えており、参加企業も
自国にとどまらず多数の外国企業
が加わっているのが特徴である。
　つくばイノベーションアリーナ
を成功に導くには、5 つの理念に
記載されているように、日本の強
みを活かして産業界との Win-Win
な関係の構築を構築すること、す
なわち産学官のセクター間の壁や
ディシプリン（学問領域）間の壁を
壊し、「Under-one-roof（一つ屋根
の下）」の関係でプロジェクトを推
進する必要があるであろう。
2）組織設計・制度設計
　プロジェクトの推進にあたって
は、組織設計・制度設計も重要な
ポイントとなる。特につくばイノ
ベーションアリーナでは、技術研
究組合制度の活用を推進している。
　従来、日本でコンソーシアム型
の研究を行う場合には任意団体組
織での連携や株式会社組織での連
携が行われてきたが、任意団体で
は契約主体となれないため知的財
産権の保有者とはなることができ
ず、また株式会社組織にすると研
究開発のエフォートにかかわらず
出資比率によって成果配分がなさ
れてしまうことから、参加者にイ
ンセンティブが十分に感じられな
い制度となっていることが多かっ
た。
　米国ではコンソーシアムにおい
ては LLC（合同会社）制度の適用
が一般的となっている。日本でも
2005 年度より LLC 制度が導入さ
れていたが、米国版の LLC 制度と
は異なるもので、米国の LLP（有
限事業責任組合）と LLC の中間的
な制度となっていて、コンソーシ
アム型の研究では LLC を採用する
メリットが無かった。しかし、
2009 年度に鉱工業技術研究組合法
が技術研究組合法に改正され、米
国版 LLC に近い制度となった。ま
た、従来は技術研究組合員として
参加できなかった、大学や試験研
出典：物質・材料研究機構
図表 9　ナノグリーン技術の概要と期待される応用範囲
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科学技術振興調整費「ナノテクノロ
ジーの社会受容促進に関する調査
研究」、2007 ～ 2009 年度内閣府の
連携施策群「ナノテクノロジーの研
究開発推進と社会受容」などによ
り、産業技術総合研究所および物
質材料研究機構が、ナノテクノロ
ジー研究の初期段階からの安全評
価および社会受容までの検討を
行ってきており、世界に先駆けて
ナノ材料のリスク評価手法の確立
および標準化への取り組みを行っ
ている。
　これらの実績をもとに、つくば
イノベーションアリーナにおいて
も、ナノ材料の安全評価をコア研
究領域のひとつと定め、積極的な
展開を図る。
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究独立行政法人も参加資格を得た。
さらに民間企業においては、技術
研究組合での研究開発費は賦課金
としての処理が可能となり、税制
面でも優遇措置が取られた。これ
らによって、日本でも産学官連携
研究組織のインセンティブが形成
されることになった。
　なお、ベルギー IMEC において
は NPO 法人 ( 特定非営利法人 ) の
組織形態が選択されているが、時
限的な組織を前提とした LLC や技
術研究組合とも異なるものであり、
IMEC では永続的な組織を前提と
した知財蓄積モデルが組まれてい
ると言える。
3）知的資産の蓄積モデル
　一般にプロセス技術では、明文
的に著される特許等の形式知だけ
ではなく、ノウハウ等の暗黙知と
ともに知的資産が形成される。こ
の暗黙知的な知的資産（無形資産）
は、一般的に設備等が存在する施
設に蓄積されるので、長期的な組
織体を持つことが重要になる。例
えば、半導体産業において製造を
請け負うファウンドリー企業が、
単なる下請けではなく、非常に強
い競争優位を獲得してゆけるのは、
この無形資産を複数の委託企業分
も含めて獲得および蓄積してゆく
ことができるからである。
　例えば研究開発の受託組織であ
る IMEC は、同様の理由により多
数の企業の無形資産獲得を行い、
さらに非常に巧みな知財制度で有
形資産の拡大にも成功している。
一般に IMEC モデルとして知られ
る知財モデルは、各企業との契約
は基本的にバイ・ラテラルである
が、共同で得られた成果について
は共有される条項を盛り込み、見
かけ上 IMEC の知財が拡大してい
く様に見えることが特徴である。
後に新たな企業が研究開発プログ
ラムに参加した時には、その拡大
した知財を使用できる。そして、
その企業がさらに成果を挙げた場
合には、その知財も加えられてい
くのである。その結果、参加企業
数が多ければ多いほど知財集積が
進み、後に参加する企業の参加モ
チベーションを加速することにな
る。
　 た だ し、Albany・MINATEC・
IMEC の知財に関する契約は包括
的ではなく、全てバイ・ラテラル
であり、必ずしも「誰もがそこで生
まれた知財を自由に使えるという
訳ではない」ということに留意して
おく必要がある。「誰もが使える知
財」は「公知である」ということと等
価であり、そこからは競争優位は
生まれない。
4）システム・インテグレーショ
ン
　産学官連携を促進する要因は必
ずしも高い技術力や研究シーズだ
け で は な い。Albany に し て も、
MINATEC にしても、IMEC にし
ても、必ずしも全ての研究内容が
最先端技術であるわけではない。
むしろローテクノロジーと思える
技術やすでにジェネリックである
技術も含めて、「トータルで、なお
かつワンストップで、ニーズに即
したシステム・インテグレーショ
ンができる」ということに特徴があ
る。
　大規模な研究拠点には、シーズ
からのリニアモデルではない、シ
ステム・インテグレーションに適
した組織・制度設計が求められる。
産学官連携モデルの変化に対して
は、つくばイノベーションアリー
ナでは、8 つのワーキンググルー
プを設置し、知財や組織制度につ
いても検討を行うことになってい
る。組織内外のリソースを最大限
に活かして研究開発を行い、知財
に関しては要素技術的なプリコン
ペティティブな領域では協調しつ
つ、システム・インテグレーショ
ンの領域で差異化を図る、という
戦略の実行が求められている。
5）オープン・イノベーション
　オープン・イノベーションの解
釈にも、欧米と日本の間に差異が
ある。日本でオープン・イノベー
ションというと、誰でもその連携
研究の枠組みに参加ができて、そ
の枠組みに入れば誰もがそこで生
まれた知財を使用できるシステム
であると思われていることが多い。
　しかし、欧米の解釈はそうでは
ない。オープン・イノベーション
の第一人者である UCB（カリフォ
ルニア大学バークレー校）のチェス
ブロー教授の定義によれば、オー
プン・イノベーションとは「研究実
施者の組織において、研究開発の
リソースを内部リソースと外部リ
ソースの分け隔てなく活用してイ
ノベーションを創出すること」を指
す。そのため、その実践においては、
例えば企業の研究開発の組織の一
部を公的研究機関の内部に置いた
り、逆に公的研究機関の研究開発
の一部に企業が入ったりといった、
スタイルを採る。Albany が 250 社
以 上、MINATEC も 250 社 以 上、
IMEC が 600 社以上と、非常に多
くの企業の参加を得ているのは、
その組織論的な意味でのオープン・
イノベーションが実践されている
からにほかならない。例えば、米
国 Albany の拠点では IBM 社の研
究開発組織が非常に深く入り込み、
ま た 仏 MINATEC の 拠 点 も ST- 
Microelectronics 社が深く入り込
んでいる。また、一見独立組織と
見えるベルギー IMEC も設立当初
から Philips 社が深く入り込み、最
近では Intel 社がベルギー 5 大学と
の連携でプロセッサのアーキテク
チャに関わる産学連携のラボを設
置すると発表している。これらは
まさにチェスブロー教授の定義に
基づくオープン・イノベーション
の実践である。
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5   おわりに
　4 章に挙げたような課題を意識
して、つくばイノベーションアリー
ナでは、例えばパワーエレクトロ
ニクスの領域で、大学・公的研究
機関、材料・デバイスメーカー、
自動車メーカーなどを含む、海外
のどの拠点にもないような大規模
な垂直連携型の研究開発モデルを
構築しようとしている。
　トップレベルの水準の研究成果
を挙げることはもちろんのことで
はあるが、今後このような研究開
発マネジメントを意識した拠点形
成が重要となりつつある。
　新産業創造の中核となる「オープ
ンイノベーションハブ」としての機
能を有した産学官連携拠点として、
つくばイノベーションアリーナの
今後の進展は注目される。
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1   はじめに
科学技術動向研究
日本の電気電子・情報通信分野における
研究活動の変化
白川　展之　　　野村　稔
総括ユニット　　　客員研究官
　IMD（国際経営開発研究所）の
2010 年版国際競争力ランキング 8）
では、日本は科学技術インフラの
項目で世界 2 位にランクされてい
る。一方で、「日本の科学技術力の
強さが産業競争力や成長力につな
がっていない」、「技術力で勝る日
本が事業で負けている」といった議
論も聞かれるが、たいていは日本
の情報通信・電気電子産業の現状
を例に議論がなされている。
　このような議論の前提として、
我々は電気電子・情報通信関連分
野における日本の研究活動の変化
をどの程度認識できているのだろ
うか。科学技術政策研究所では、
電気電子・情報通信関連分野で世
界最大の学協会である IEEE（電
気電子技術者協会；“The Institute 
of Electrical and Electronics 
Engineering, Inc ”）の定期刊行物を
対象に文献調査を行っており、こ
れまでの調査結果 1、2）から、電気
電子・情報通信関連領域における
世界の研究トレンドの変化や日本
の研究の特徴がわかってきた。
　本稿では、IEEE 定期刊行物に
おける文献数の推移によって、日
本の電気電子・情報通信関連の研
究活動の状況がどのように変化し
ているかを定量的に示す。具体的
には、1992 年以降の産学官のセク
ター別の動向を示し、大学・企業
グループ別に 1992 年と 2007 年に
おける変化を比較する。最後に、
このような分析結果に対して研究
者から寄せられた意見を紹介する。
　文献数の推移は研究成果のひと
つの指標であり、研究開発活動全
体を示すわけではない。しかし、
IEEE の出版物が工学系文献全体
に占める割合は非常に高い 3）こと
が知られており、このような大き
な学協会は他の分野では存在しな
い。IEEEが出版する学術文献には、
IEEE と文献データベース（IEEE 
Xplore）を共同利用している連携学
会（例えば、米国光学会（Optical 
Society of America）など）の文献も
含まれている。さらに産業への利
用・応用という観点からみても、
IEEE 関連の文献は、米国特許に
最も多く引用されている 4）ことが知
られており、その推移は産業動向
を反映したデータとも言える。工
学系の領域で質・量ともにカバー
できる範囲が非常に広く、電気電
子・情報通信関連分野における研
究開発の状況を認識するうえでは
最良のデータと考えられる。
2   世界のなかでの日本の特徴
　日本の電気電子・情報通信関係の
研究は、世界のトレンドと比較した
場合、一言でいえば、非常に特異な
状況にある。まず、2000 年以降、
電気電子・情報通信関係の研究は世
界的に非常に活発になっているな
かで、日本は上位国のなかで唯一、
文献数が横這いで推移している国
である。（詳細は、既報告の参考文
献 1、2）をご覧いただきたい。）
　図表 1 は、領域別の文献数を縦
軸に、横軸にソサエティ別の累計
文献数を示し、1992 年と 2007 年の
状況を比較している。白抜きの棒グ
ラフが世界全体の領域毎の総文献
数を表し、黒色部がそのうちの日本
の文献数を表している。なお、ここ
で言う領域とは、IEEE の専門領域
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別の各ソサエティである。日本の領
域別ポートフォリオは、1992 年時
点では世界のトレンドと相似して
おり、光学や電子デバイスを筆頭に
世界で高いシェアがあった。しかし、
2007 年には通信・信号処理・コン
ピューター（ここには医療・バイオ
テクノロジーなどへの応用分野も
含まれる）など特に世界的に成長し
た情報通信関連領域において、日本
の伸びはほとんど見られず、電子デ
バイスなど日本のメイン領域でも
国際的にはシェアが小さくなって
いる。また特に、2000 年以降に多
様化・発展した応用・派生領域にお
いても、ほとんど日本の文献が見ら
れない。1992 年と 2007 年を比較す
ると、情報通信関連分野へ世界が大
きくシフトしたなかで、日本のトレ
ンドの特異性が際立っている。
　現在の日本の特徴を世界と比較
して言うならば、電気電子関係が
多く、一方で情報関係が極端に少
ない。特に磁気学などの電気電子
系の領域の文献が多く、超伝導や
ロボット工学などの領域において
国際的シェアが高い（これらについ
ても、詳細は既報告の参考文献 1、2）
をご覧いただきたい。）。
　すなわち、世界で情報通信関連
分野の文献数が急激に伸びている
なかで、結果的に日本の研究には
独自の「選択と集中」が起きている
ことになる。
　以降では、これらの基本状況を
踏まえたうえで議論を進めていく。
図表 1　日本と世界の領域別文献数の比較（1992 年→2007 年）
参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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3   日本の研究開発の構造変化
　企業が圧倒的な金額の研究費を
使用している 5）こともあり、日本
の電気電子・情報通信分野の研究
開発の主役は企業であるという印
象が強い。しかし、セクター別に
みると、企業からの文献数は 1990
年代後半以降大きく落ち込み、代
わって大学や公的研究機関の文献
数が大きく伸びている。全体の文
献数で横ばいの状況のなかで、文
献生産の中心は「産から学へ」とシ
フトし、主役が交代していること
が明らかである。
　公的研究機関について言えば、
ほとんど文献がなかった 1992 年の
状態からみれば文献数を伸ばして
いるが、大学・企業に比べるとま
だ多くはない。以降の分析では、
4   企業における変化
4─1
企業グループ別文献数の推移
　図表 3 に、日本の個別企業・研
究所単位の文献数を、NTT、日立、
東芝、NEC、三菱電機などの上位
の企業グループとその他に分けて
集計した。どの企業も文献数は落
ち込んできているが、なかでも
NTT グループの減少が一際目立つ。
公的研究機関については割愛する。
　なお、企業などにおいて「研究開
発活動は行っても、論文等は書か
なくなった」という可能性もある
が、本稿では、研究開発活動と論
文等の発表との関係性は変わって
いないという仮定のもとに議論を
進める。
参考資料1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 3　企業グループ別文献数の変化
※　ここでは、企業グループ分は国内分のみを集計。また、グループ間を超えて
誕生した会社については、2007 年時点で持ち株比率の高いグループに集計。
例えば、ルネサステクノロジ社（現：ルネサスエレクトロニクス（株））分の文
献については、2007年時点で持株比率が高かった日立グループに集計している。 
NTT 日立 東芝 NEC 三菱電機 その他
???
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図表 2　日本の総文献数とセクター別変化
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は、図表 4 に示すとおり日本の企
業セクターの減少の約半数を占め
ている。領域別には光学関連の減
少が大きく、この単一の領域の文
献数の減少数で約 100 と日本の総
文献数の 1 割近くに及ぶ減少幅で
ある。電子デバイス関連の文献の
減少も合わせて、NTT グループの
変化は日本全体へ大きなインパク
トがあったといえる。
　一方、世界的に最も成長著しい
領域である信号処理関連では、
NTT グループは 2007 年時点でも
日本において最も多く文献数を出
している。通信・ネットワーク関
連の研究では、依然として日本の
トップクラスの研究を担う組織で
ある。
　NTT グループの文献数の推移
は、光通信技術の確立と企業の事
業ドメインの再定義に伴う、NTT
グループの戦略転換という積極的
なアクションの結果と捉えるべき
だろう。
②その他の上位企業の変化
　NTT グループ以外の上位 4 企業
グループ（日立、東芝、NEC、三菱
電機の各グループ）では、電子デバ
イス・磁気学・光学・家電・電力
等の領域において日本国内で文献
数が減少している。しかし、より
特徴的な変化は、図表 5 に示すよ
うに、海外研究所や海外で買収し
た会社による海外文献数の増加で
ある。これは、各企業グループの
グローバルな事業戦略を反映した
文献数の推移と言える。特に NEC
グループは、海外研究所からの文
献が占める割合が高い。領域別に
見ると、図表 4 に示すとおり、日
本国内で文献が相対的に少ない情
4─2
企業グループ別の研究開発に
おける変化の類推
　図表 4 に 1992 年と 2007 年の企
業グループの研究領域別の文献数
の変化を示す。総じて日本企業の
文献数は、光学・電子デバイス・
家電・電力関連の文献を中心に減
少している。
　以下に、企業グループにおける
研究開発の内容の変化を、① NTT
グループ（1 位）、②その他の上位
企業グループ（2 位～ 5 位）、③ 6
位以下の企業グループ、に大別し
て類推する。
① NTTグループの変化
　NTT グループの文献数の減少
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図表 4　1992 年から2007年への企業グループの領域別の変化
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報・通信・信号処理関連の文献が
海外で多い。すなわち、日本と海
外で研究活動の内容が棲み分けら
れており、それぞれの企業グルー
プはグローバルな体制で戦略的に
研究開発を進めているといえる。
図表 5 では、このほか、エルピー
ダメモリ（株）やルネサステクノロジ
社（現：ルネサスエレクトロニクス
（株））などの、上位企業グループ間
の国内事業再編の結果である新会
社の文献数もみられる。多くの上
位企業におけるグループ全体での
文献数は、グローバルな事業展開
と事業再編とにより、ほぼ一定に
維持されていると言える。
　こうした企業グループのグロー
バルな事業展開を、日本という場
における研究開発の問題として考
えるなら、企業のグローバル化は
生産活動の海外移転にとどまらず、
研究開発活動についても海外に頭
脳を求めて移転が進められている。
これは、知的な意味での空洞化も
進行しているといえるのかもしれ
ない。
③ 6位以下の企業の変化
　6 位以下の企業では、家電・電
力を中心に電子デバイス他の領域
で文献数が減少している。一方、
超伝導や誘電絶縁体といった日本
が世界で強みを発揮している領域
では、文献数が若干伸びている。
これらは、企業の事業再編などに
呼応した文献数の推移と思われる
が、研究開発成果の重点を論文発
表等の活動から特許など知的財産
の確保へと焦点を移したという可
能性もある。
5   大学における変化
　図表 6 には、年間文献数が 5 以
上の大学とその文献数の推移を示
す。年間文献数が 5 以上の大学の
数は、1992 年に 13、1997 年に 28、
2002 年に 30、2007 年に 34 と着実
に伸びており、研究の裾野が拡大
していると言える。
　図表 7 には、大学における領域
別の文献構成比の変化を示す。
1992 年当時は、磁気学・光学・電
子デバイスの 3 領域が、日本の大
学における電気電子・情報通信関
科学技術動向研究センターにて作成
図表 5　上位企業グループの文献数の推移
（2007年における文献数でトップ５の企業グループ）
注）デ ターベース inspec および IEEExplore をもとに科学技術動向研究センター にて
作成。海外分とは、著者が日本以外を住所とする文献を指す。国内事業再編分とは、
これら企業グループ間を超えて設立された会社の文献を指す（エルピ ダーメモリ（株）、
東芝三菱電機産業システム（株）、日本 AE パワーシステムズ（株）、ルネサスエレクト
ロニクス（株））の文献。特にルネサステクノロジ（現：ルネサスエレクトロニクス（株））
の文献が多い。）。
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出典：参考文献6）
図表 6　日本の大学の文献数の推移（年間文献数５以上の大学）
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連研究の量的中心であった。1992
年から 2007 年の推移を構成比でみ
ると、電子デバイスや情報通信関
連の文献の割合は安定している。
一方、超伝導・絶縁誘電体・ロボッ
トといった領域の研究が大きく存
在感を高めている。このほか、信
号処理やリモートセンシングなど
も伸びている。割合が大きく減少
しているのは、磁気学・光学関連
の研究である。それ以外の領域も
量的には増加傾向にあるが、全体
の文献数に占める割合は低下して
いる。
　図表 8 には、1992 年と 2007 年
における特徴的な領域における文
献数についての量的変化を示して
いる。超伝導・絶縁誘電体・ロボッ
ト工学の領域は大きく増加してい
る。これらは日本が世界的にみて
強みを発揮している領域であり、
大学の文献数の伸びがそのまま世
界における日本の存在感を高める
ことにつながっている。情報通信
関連の領域も増加は見られるが、
伸びが大きいとまでは言えない。
また、磁気学・光学などの領域は
量的には横ばいの状態である。
　全体的には、大学における電気
電子・情報通信研究の裾野は拡大
したが、研究領域でみると、世界
動向である情報通信関連が少なく、
電気電子関係、特に超伝導・絶縁
誘電体などの特定領域の文献に偏
りが見られる。大学全体として、
研究の多様性をうかがうことがで
きるようなデータは現れていない。
　大学というセクターが主役と
なった現在、日本全体の研究開発
の方向性を左右する大学の研究内
容がこのままでよいのかどうか、
あらためて考えるべきではないだ
ろうか。
日本の電気電子・情報通信分野における研究活動の変化
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参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 8　大学における主要領域別の文献数の変化（1992 年→2007年）
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　今回の分析結果に対して、筆者
らは、ヒアリングやミニシンポジウ
ムなどを通じて研究者の意見・感
想などを収集してきた。以下では
これら意見等を、①資源配分、②
目標設定、③研究の多様性、④ア
カデミアの姿勢、⑤科学技術人材
の 5 つの視点に整理して紹介する。
①資源配分
● 低成長で研究予算に限りがある
環境では、日本で全方位型の研
究開発はもはや不可能であり、
多様性よりも大胆に絞り込みを
進めるのは致し方ない。
● 国立大学法人の運営費交付金の
減額などにより、大学の研究は
競争的資金への依存が強まって
おり、資金誘導によって、大学
の序列化と研究の多様性の喪失・
均一化を招いたのではないか。
● 大学や公的研究機関では予算・
定員が抑制されているため、既
存分野・領域のポストへの資源
配分が固定的に維持されており、
新たな研究領域へのシフトが抑
制されている。
②目標設定
● 研究者にとって、産業に近い領
6   研究者からの意見
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域の研究に注力すべきか、それ
とも基礎的な研究に重点を置く
べきかといったバランスは永遠
のテーマである。近年の急激な
技術的な進歩とイノベーション
が進む現在では、そもそもター
ゲットを適切に決めること自体
が非常に難しくなっている。
● 政府の音頭でターゲットを定め、
重点的な投資・ファンディング
を行っても、その領域における
研究開発が諸外国や他の領域に
比べて必ず活発になるわけでは
ない。例えば、第 2 期・第 3 期
の科学技術基本計画における情
報通信分野への重点化は、十分
結果に現れているとはいいにく
い。
● 日本では、コンピューターなど
の領域は以前から強くはない。
超伝導やロボットなど日本の強
みがある領域において、今後い
かにイノベーションを起こして
いくかという方策を考えること
が重要である。
 ③研究の多様性
● 大学における研究の多様性の喪
失は、感覚に合う結果である。
既存領域の研究を単に維持する
だけは、発展を続ける科学技術
の国際競争から量的にも質的に
も取り残されてしまう。
● 既存の領域の研究者が自らの研
究領域の重要性を主張するあま
り、新たな領域の研究者の声が
見過ごされがちになっているの
ではないか。
● 情報通信など世界で伸びている
領域で日本が競争に参加してい
ない状況をどう考えるかは課題
である。強みのある研究領域を
集中して伸ばしていけばそれで
十分なのかを議論すべきである。
④アカデミアの姿勢
● 法人化や競争的資金への誘導に
より研究業績への圧力が強まり、
研究者は萎縮・保守化し、論文
になりやすく成果の出しやすい
領域の研究に特化しているので
はないか。
● 論文誌などに掲載せずカンファ
レンスで発表して事足りるとす
るような風潮が強まっているこ
とが文献数の推移に関連してい
るとすれば、研究者の基本的姿
勢の問題である。
● 大学では自由に研究することが
許されているとしても、科学技
術の社会への実装を目指すこと
を基本とする工学系の研究では、
やはり社会のニーズや動向と無
関係であるわけにはいかないの
ではないか。電気電子・情報通
信関連研究はどうあるべきか、
科学者・研究者集団としてどう
したいのか、全体の方向性を明
確化して社会に向けて問いかけ
ていくべき時期であろう。
⑤科学技術人材
● 特定の領域の研究で世界のトレ
ンドを牽引するためには、その
領域のリーダーとなる研究者が
いるかどうかが鍵である。この
まま推移すれば、今後日本では
リーダーシップをとる研究者が
少なくなり、日本の存在感が一
層低下することが懸念される。
● 企業出身の研究者は社会のニー
ズを取り込む意味で大学に採用
されてきたはずだが、企業や社
会の潮流やニーズとは無関係に、
企業に在籍していた当時の研究
開発テーマの研究を大学に場所
を移して、そのまま続けている
可能性がある。
● 大学において、世界のトレンド
から離れた従来のままの工学教
育によって人材育成を続けた場
合、企業や社会の技術ニーズか
らかけ離れた世代遅れの人材を
再生産してしまう恐れがある。
7   おわりに
　以上のように、電気電子・情報
通信分野の研究開発における日本
の変化の断面をうかがい知ること
ができたものの、定期刊行物の文
献数の推移のみから、この分野に
おける研究動向を結論付けるには
無理があるようにも思われる。こ
のため、筆者らは IEEE 関連の主
要 な 国 際 学 会 カ ン フ ァ レ ン ス
（Conference）の動向まで検討の範
囲を広げるなど、今後はさらに多
面的な実態分析を進めていく予定
である。
　しかし、本稿のような IEEE 定
期刊行物の文献数の推移のみでも、
日本の研究開発の変化を概ねうか
がい知ることはできる。
　日本は、世界的にみて情報通信
分野など現在のメインの領域や、
2000 年以降に特に多様化・発展し
た応用・派生領域で存在感が小さ
い。世界のトレンドと大きく異な
る独自の進化を遂げる様子は明ら
かである。さらに、日本では文献
の生産の主役が企業から大学に
移っているが、主役となった大学
では超伝導など特定領域への特化
傾向がみられ、研究領域が多様化
していく様子はみられない。
　一方、企業は国内で主役ではな
くなり、事業戦略の転換や研究活
動のグローバル展開の動きがみら
れる。日本で文献が少ない情報通
信分野の研究を海外での研究活動
によって補おうとする大手企業グ
ループもある。日本企業の研究開
日本の電気電子・情報通信分野における研究活動の変化
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発の海外流出が進むと、「知の空洞
化」が起きる懸念もある。
　このような研究活動のアウト
プットと産業の実態との関連性を
産学官の関係者の間で議論し、あ
らためて今後の日本全体としての
研究活動の方向性を考えていくこ
とが必要ではないだろうか。
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